年金相談室通信　第４号　　　　　　　　　　２００７年１１月１６日
全日本年金者組合中央本部年金相談室

	1 １億人（受給者３,０００万人＋加入者７,０００万人）にただちに年金記録を送れ

2 当面加入期間１０年で年金を支給せよ、２５年は長すぎる

3 全額国の負担による最低保障年金制度をつくれ　


「宙に浮いた年金記録５,０００万件」問題は、参院選で自公政府の土台をゆるがしました。政府はその後も「１人の被害者も出さない、最後の１人まで解決する」と約束しています。

Ｑ、１２月中旬、５,０００万件の名寄せの結果の一部６００万件の通知書が発送されるそうですが

年金相談室通信・第３号でお知らせしましたが、「ねんきん特別便」の送付が始まります。

０７年１２月と０８年１月に、氏名・性別・生年月日が一致し記録が結びつくと推定される人に通知書が発送される予定です。１２月中旬に、先ず６００万件の通知書が発送されますが、通知書を受け取ったときの対応が重要です。

厚生年金の記録については、自分の職歴と一致しているかよく確かめてください。

国民年金の記録については、未納とされている期間について自身でよく検討してみてください。その結果「自分の記憶と違う」ということであれば、社会保険事務所・第三者委員会へと申し出て、自分の記録を取り戻す行動を起こさなければなりません。

これから通知書の発送が第２段階、第３段階と進むにつれて、さらに様々な問題がはっきりしてくると思われます。

いま、数千万人の人びとが、当事者として自分の権利を主張するという、日本国民が選挙以外には経験したことのない状況が生まれつつあります。このような状況に、年金相談室は全力で対応したいと思っております。

	Ｑ、原油価格が上昇、物価もじりじりと上昇、インフレかの声も。年金はどうなるのか不安ですが・・


所得税・住民税が上がり、介護保険料が上がり、これらの年金からの天引きで年金の手取りは減り続けています。さらに物価上昇も年金生活者を脅かし始めています。ご心配のとおり、「年金はインフレに弱い」のです。ここで、年金とスライドの関係を整理してみましょう。

先ず、物価が下がれば年金も下げるという物価スライドを、景気対策として過去に凍結した分が１,７％あるので、今後の物価上昇時に相殺するというのが政府・厚生労働省の立場。それを認めると、１,７％までの物価上昇では年金額は据え置きとなります。

次に、物価スライド、賃金スライド、マクロ経済スライドの複雑な組み合わせで、年金額は物価の変動に追いつけない仕組みになっています。

1 物価が上昇しても賃金はそれほど上がらない場合（賃金上昇率＜物価上昇率）は、低いほうの賃金上昇率で年金額をスライドします。その結果、物価上昇分は一部保障されないことになります。

2 賃金の上昇率＞物価上昇率　の場合は、低い方の物価上昇率でスライドします。

➂　ところが、２,００４年の「年金改革」で「マクロ経済スライド」が取り入れられました。「公的年金の加入者減」と「平均余命の延び」からスライドを調整（スライド調整率で）します。言い方を変えれば、物価上昇率からスライド調整率を引くため、物価が上昇しても年金の上昇は、完全には保障されないということになります。

「マクロ経済スライド」は、年金の実質的価値を下げ続ける役割を果たし、年金生活者にとっては認めがたい制度です。

年金をめぐる最近の様々な動き
1 年金記録問題検証委員会（総務省）は、５,０００万件問題について７００頁を超える膨大な内容の最終的な報告書をまとめた。・・・責任問題については歯切れがいまひとつ。５,０００万件問題の解決につながるかが今後の課題。

2 経済財政諮問会議で、民間議員４人が「最低加入期間２５年の短縮」を提起。・・・日本は世界に例のない２５年という長期の加入期間を国民に義務づけてきた。当面１０年にという意見が広がりを見せている。

3 年金保険料流用禁止法案が参院本会議で可決・・・保険料は年金の給付以外には使わないという法律。民主党が提出、民主・共産・社民などの賛成１３２、自民・公明の反対９５で可決、衆院に送付。夏の参院選での民意の大きな具体化。ただし、与党の反省がなければ衆院では否決される。

4 民主党の長妻議員は、第三者委員会で受け付けた分のうち１,５％が救済されただけと、第三者委員会のあり方に改善を求めた（１０月９日衆院予算員会で）。・・・第三者委員会がきちんと機能することは、５,０００万件問題解決に不可欠。

5 政府は「年金記録問題に関する関係閣僚会議」（福田首相が主催）を設置。首相は「この問題の解決は、内閣の最重要課題の一つ」と強調。（１０月１２日の閣議で）

6 自民党は「年金記録等適正化推進チーム」の第１回会合を開いた。事業主から厚生年金保険料を天引きされていたのに、社会保険庁の記録には納付済みとなっていない場合の対策法案の提出をめざす。（１０月１６日）

社会保険庁解体・民営化について

社会保険庁は廃止・分割され、年金は「日本年金機構」、健康保険（中小企業向けの）は「全国健康保険協会」という非公務員型の二つの新法人になります。「業務についても民間企業等への委託を推進」とはっきり述べています。日本年金機構は２,０１０年１月設立予定です。公的年金制度は膨大な記録を長期にわたって管理し、数千万人に年金を支払う大変な事業です。「日本年金

機構」に出来るのか、さらに５,０００万件問題の解決はできるのか、疑問と不安があります。

	年金相談日は、毎週　火曜日・木曜日　午前１１時から午後４時までです。

℡０３－５９７８－２７５１

年金相談室通信についてのご意見・ご要望をお待ちしております。


